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はじめに
全国の県・市町村ともに財政事情が厳しい中で、地域振興を図り、経済の活性化、雇用の維持・創出を図るためには、それぞれの地域の持つ特性や資源を最大限に生かすことが最も重要である。そうして、全国各地でさまざまな手段によるまちおこしが行われている中でも、スポーツによるまちおこしについて取り上げる。
　我が国では高齢化が進んでいるため、国民の健康に対する意識は高まっており、「生涯スポーツ」というようにスポーツを通じて健康を維持しようとする人々も多い。そうした状況から、スポーツを「する」だけでなく、「観る」さらには「支える」というスポーツへの積極的な関わり方をする人も増えてきており、ボランティアなどへの協力が見込まれるため、スポーツをまちおこしの手段とするのは有効であると考えられる。今日、スポーツを活性化の手段とする理由をさらに考え、そしてそこからどのような効果が望めるのかを研究する。
第1章　スポーツの持つ可能性

　
１．これまでの地域整備

従来の地域整備の特徴としては、①画一的・効率的であること、②いわゆる縦割りのシステムであること、③中央集権的であることが挙げられる。
しかし、地域の問題を機能で整理し、人口や人口密度で分けるなど、画一的・効率的な対応をすることは切り捨てる部分も多く、一人ひとりの人間の気持ちを勘案することは難しかった。また、縦割りのシステムでは他との関係を考えないという問題があった。例えば道路を整備する場合、その道路の通る場所が山の中なのか、平地なのか、都市か郊外かなどで相当違うはずだが、交通量から大小を決め、周りとの関係はあまり考えない。あたかも道路が中空を飛んでいるように考える。これでは効率的な運営はできても、地域の事情は無視され、車を主体とした交通装置としての機能しか持たず、人がたむろする地域コミュニティとしての役割や、街並みを見る際の「引き」の役割などは無視されてきた。
また、行政全体を効率的に運営するために、中央集権的に、中央官庁主導で、中央が全体を眺め、上から号令を下すというやり方を取ってきた。いわゆるバードアイという視点で、上から全体を見て問題箇所を分析し、指示を出すという手法である。これは全体の運営には非常に良いやり方だが、地域密着ではないため、地域の痛みなどは無視されてきた。いちいち各地の人々の痛みを感じていると効率的な行政運営ができないということであり、その痛みは大きくなり続けるという特徴を持っていた。
そして次第に、このような行政システム(機能・効率・縦割り・バードアイ)がうまくいかなくなってきたために｢まちづくり｣の手法が見直されてきたのである。

２．今後のまちづくり
2－1．きめ細やかなまちづくり

これからのまちづくりでは｢形｣あるハードの面とその他の人材育成・地域振興などのソフトの面の一体化、横割りのシステム、ヒューマンアイというキーワードが重要である。

具体的には、河川や道路、学校、病院、産業振興などの地域の機能や装置を一つ一つ取り出して、それらを単独で考えるのではなく、地域を細かく割った場所ごとに、すべてを同時に考える手法であり、これが横割りのシステムということである。例えば接する道と公園であったり、住宅地と川であったりを一体的な姿にしていくということである。横割りはなるべく小さい単位でやるのが望ましく、きめ細やかに考えることが重要である。また、従来の中央官庁主導型の行政が細かいことは気にしないバードアイであったのに対し、これからはそこに住む人間の見ている感覚で問題を捉えるヒューマンアイが大事になる。これまでの都市整備では切り捨てられてきた一人ひとりのニーズに目をむけ、丁寧にまちを作っていく必要がある。
そして、国の補助金や誘致した企業の落とす金に頼らず、来訪者が地域の店で直接使う金を主力にして、持続的に活性化させなければ意味が無い。そのためにはハードとソフトが十分練られて、高い質で行なわれていることが大切である。人間中心で、商店街など、賑やかなところがあり、居心地のいい住宅地があり、それらが一体的で、人間中心の道がそれらをつないでいる。そういった魅力的なまちづくりが期待される。
2－2．自ら行うまちづくり

では、従来の行政機関が行なわないならば、誰がその担い手となるのであろうか。それは地域の実情に詳しい人であろう。まちづくりにはきめ細かなニーズや地域の歴史、経緯、事情を汲み取っていく必要がある。現在抱えている問題だけでなく、過去のことにも、さらには未来のことにも精通していなければならないのである。そして、地域のことを一番よく知っているのは言うまでもなく地域の人々であるため、地域の人がまちづくりの担い手になっていく必要がある。

しかし、｢地域の人｣であれば誰でも可能なわけではない。まずは先ほど述べたように｢地域に精通｣している必要がある。そして、その上でまちづくりのノウハウを持っている必要がある。だが、現代のまちづくりでは橋ひとつとっても専門性の高い知識が必要であり、全国各地域がまちづくりの各分野のノウハウを持った人を揃えるのは不可能である。そこで、高いノウハウを持つ専門家を協力させるという方法が取られることになる。そしてその専門家にまちづくりへの情熱を持たせ、限界までその能力を搾り出してもらうためには、地域の人たち自身のまちづくりの強いモチベーションが求められる。自分のまちを良くしたいという情熱さえあれば、ノウハウは後からどうにかなるのである。

戦後、まちの整備を中央官庁に任せきりにしてきたために、まちづくりのノウハウも無く、自分のまちを自分でよくしようというモチベーションさえ希薄になっている。

中央に任せるのではなく、｢自分たちが改善させる・守っていく｣という高いモチベーションを地域の人に持たせることがこれからは必要である。

３．スポーツによるまちづくり
3－1．なぜまちづくりにスポーツか

以上のように、これからの「まちづくり」においては、バードアイ、縦割り、中央主導といった問題を克服し、それぞれの地域がそれぞれに発想して、自分たちの生活と人生を豊かにする場を作っていく作業であるが、そのテーマのひとつにスポーツが重要な位置を占めると考えられる。その理由について述べていきたいと思う。
一つめの理由は、スポーツが健康と結びついていることある。スポーツを｢する｣ことは体を動かすということで、｢健康｣という人々のニーズにつながっていく。生活や人生の豊かさの中には、当然健康が含まれる。そして、その健康増進にはスポーツは欠かせないのである。

二つめの理由は、スポーツの普遍性の高さが挙げられる。ルールに基づくスポーツは言語と違って全世界共通で、多くの人とコミュニケーションが取りやすい。生活･人生の豊かさにはコミュニケーションも大切な要素となるため、これも大事なことである。また、まちづくりでは居住者たちの生活実感を高めることが最大の目標であるため、まちでの生活を楽しむ自分を見てくれる他人がいる、逆にまちを楽しむ他人を見る自分がいることは大切なポイントで、他者との交流はまちづくりには欠かせないのである。さらに、持続性・地域の活性化の点から見ても、一人のまちづくりはありえないといえる。
三つめの特徴は、スポーツが｢する｣だけでなく、｢観る｣ことでも楽しめるという点である。他の趣味などにおいても｢する｣は必ず入るが、｢観る｣はなかなか入ってこない。音楽などでも「する」「観る」の二つの楽しみ方をすることはできるかもしれないが、スポーツのように専門的技術を必要とせず、初心者からプロに至るまでそれぞれのレベルに合わせて参加でき、なおかつボランティアなどのように「支える」というさまざまな参加の仕方があるのはスポーツだけといえる。
以上のような、「体を動かし、ルールによって普遍性を保ち、見ることも楽しい」というスポーツの特徴は、「健康につながり、地域住民同士だけでなく、世界規模での他者とのコミュニケーション手段となり、まちの中に持ち込みやすく、しかもまちを楽しそうに見せる道具立てとなりやすい」というまちづくりの手段としての特徴になるのである。

健康とは個人のことであり、コミュニケーションは他者との関係、まちの中に持ち込みやすいということは地域･まちのことであって、個人の生活の充実のために、他者との関係も大事にしながら、場としての地域・まちも魅力的にしていくということが言える。つまり、スポーツは個人・人々・まちという「まち」の3構成要素をカバーしたまちづくりの戦略が立てやすいツールということができるのである。
3－2．地域意識とスポーツ

スポーツはまちづくりのモチベーションに対する効果にも期待できる。オリンピックに見られるように、「愛国心を持て」と言わなくても、他国との対戦となれば、自然と国家を歌うなど、国や地域への帰属意識が高まるのが分かる。国対抗でなく、地域対抗であっても、言葉で言わずとも、スポーツという場を与えるだけで、実は帰属意識が強く意識されるようになるのである。
まちづくりには人々のモチベーションを高めることが重要であることは先ほど述べた通りだが、「モチベーションを高めなさい」といったところで高まるものでもないため、その人の意識を活性化して、意識を社会に向けさせていくことが重要である。自分の事だけが大事という思考から外れて、地域が大事、他の人が大事というふうに意識を向けさせていくことがポイントである。
スポーツを通じて地域を大事にするモチベーションがあがること、あるいは地域の一員としての自覚を持つような訓練は、ひとつには｢する｣スポーツに直接参加することで達成される。地域を代表する｢選手｣として、さまざまなスポーツで、さまざまなレベルで｢地域の代表｣としてスポーツ交流を図ることなどである。また、スポーツをすることだけでなく、スポーツを支えるボランティアや父兄などとして、間接的にでも関わることで、まちの一員としての自覚が容易に形成される。これはスポーツが｢する｣以外の楽しみを持っているゆえの大きな特徴であろう。つまり、相手があって、他の地域を意識することで、自分の地域が強く意識される。

その意味でスポーツは重要であり、若者や子どもたちにまちの一員としての自覚を持たせる場となり、まちづくりに必要なノウハウや知識を持った中高年、リタイア層に対して、まちづくりへの参加を促すきっかけになり得、それらの知恵がまちづくりに投入されていくのである。
第２章　社会環境の変化とスポーツ
わが国を取り巻く社会環境は近年大きく変化している。国のあり方としての地方分権化が推進される一方で、国民一人ひとりの生活やその考え方なども変化し、都市での生活だけでなく地方・地域での潤いある生活が意識されてきている。
　このような社会環境の変化の中で、スポーツが地域再生の手段となりえるかについて論じていこうと思う。
　
1．少子・高齢社会の到来

　わが国では1989年に合計特殊出生率が急落し、1.57ショックという言葉が生まれた。それをきっかけに政府は対策を講じてはいるが、2005年には1.26にまで落ち込み、その後は2007年に1.34まで上昇したが出生数そのものは低下しており、減少傾向は続くと思われる。一方、高齢化率は2008年に22.0％となり、これもさらに進展すると思われる。また高齢化の進展とともに人口も2005年には、有史以来戦争などによる人口減少を除くと初めて前年の人口を下回る、という人口減少社会が到来している。
　こうしたなか、青少年の健全育成のみならず、健康増進の手段、あるいは生きがいなどとして楽しみながら行えるという特性を持つスポーツは、今後の少子・高齢化社会において果たす役割がより重要となってくると思われる。また、スポーツを通した子供と高齢者のふれあいが子供の健全育成と高齢者の生きがいなどを創出するケースも見られ、その役割は増大していくと考えられる

　

　2．産業構造の変化
　スポーツとそれを取り巻く産業は、徐々にその産業規模が拡大してきている。これまでのスポーツに関する用具・器具、道具、ウェアなどの身近な物の製造・販売から、競技場などの関連施設をはじめとして、健康作りとしてのスポーツの重要性の増大、またスポーツイベントの需要拡大などにより、地域スポーツクラブ関連産業、健康器具関連産業、スポーツイベントの開催・運営に関わる産業など、幅広く展開され、その規模も拡大傾向にある。また、アマチュアだけでなく、競技のプロ化、あるいはプロ競技の興行という側面もあり、スポーツは商業化と密接な関係を持つようになってきている。
　特にスポーツイベントは、国威発揚や国力誇示などから経済的な視点が欠如していたが、1984年のロサンゼルスオリンピック以降は多様なスポンサーを得た商業化したイベントとして世界各地で開催されるようになっている。

　

　3．国際化の進展

　20世紀後半の世界のボーダレス化、国際交流の進展という状況を背景に、スポーツイベントも情報伝達手段やマスメディアの発達などから世界中で開催が可能となり、国内開催のイベントにおいても海外からの選手が数多く参加するようになっている。また、アスリートの練習環境も変化し、世界各地から練習環境に適した場所を選択する、あるいは世界を見据えてスポーツイベントに参加するという状況になっている。
　一方で、観戦する側から視ても、国際試合等が増えることで、地元出身者や自国の応援などで地域アイデンティティを意識する機会が増えている。さらに国際的なスポーツイベントにより、開催地においては国際交流が促進され、結果として地域のアイデンティティの醸成や新たな地域コミュニティが形成されるケースも見られるようになってきている。
4．バリアフリーの推進

　我が国ではこれからさらに進展する高齢社会への対応が問題となっているが、それ以前に、身体及び知的障害を有する人々への生活環境整備などに如何に対応していくかという問題もある。この対策として、1993年に障害者基本法が、1994年にいわゆるハートビル法が、95年に高齢社会対策基本法が、そして2000年にいわゆる交通バリアフリー法がそれぞれ制定され、建築物のバリアフリーや移動手段への対策が進んでいるが、未だ十分とはいえない。
　こうした状況の中で、身体障害者や知的障害者などにとってスポーツは、元々健常者用にルールが整備されていたこともあり、健常者のように取り組みやすいものではない。だが、近年の国際的スポーツでは、健常者を対象としたオリンピック大会だけでなく、大会後のパラリンピックの開催が制度化されたり、精神障害者を対象としたオリンピック並みの大会として、スペシャルオリンピックスなどが開催されている。
　しかし、このような障害者を対象としたスポーツイベントは、それを支援する人々、つまりボランティアの協力なしには開催できないため、その確保が重要な課題である。

　5．自由時間の増大と、ライフスタイル・価値観の変化

　わが国における労働時間は、欧米との比較では依然として年間の総労働時間は長いものの、年々短縮傾向にある。その結果、自由時間が増え、現在では10年前と比較して平日で約12分増加している。また、社会を構成する中心世代が戦後二世・戦後三世へと移ってきたことなどから、国民の価値観やライフスタイルが仕事中心のスタイルから生活中心のスタイルへと変わりつつある。特に生活観については、自分の趣味にあった暮らし方をしたいという考え方をもつ人が増大しており、レジャーや余暇生活を重視し、趣味やスポーツなどに充実感を覚える、という傾向も見られている。
　こうしたなかでスポーツは、趣味にあった生活・ライフスタイルなどを求める若年層から、健康を意識した高齢者まで、幅広い層から活用が期待されている。また、これまでの自らが｢参加する｣あるいは｢観る｣という形だけでなく、障害者スポーツの支援やスポーツイベントのボランティアなどのように｢支える｣形での関わり方も盛んになってきている。

しかし、スポーツを行ないたい人々の増加と比較して、スポーツを行なう空間や施設の整備は遅れており、誰でも気軽に利用できるスポーツ施設の充実が課題となっている。

　
第３章　スポーツによるまちづくりの実態
１．茨城県鹿嶋市の事例
茨城県鹿嶋市は、高度経済成長期の臨海工業地帯開発によって発生した地域課題に対する解決策の一つとして早くからスポーツが着目されてきた。また、鹿嶋市はプロサッカーチーム：鹿島アントラーズのホームタウンであり、恵まれたスポーツ資源のある都市である。鹿島アントラーズを中心として、スポーツを｢観る｣ことでスポーツに対する意識が高まり、自らも｢する｣、またはボランティアとして｢支える｣ことでスポーツと関わり、地域コミュニティが活性化している良い例である。地方自治体の財政難が著しい現在において、このような民間資源を活用したハード・ソフトの両面におけるスポーツ環境整備は重要課題となっており、公民連携の進展が期待されている。

　そこで本章では鹿嶋市において多様な主体によって行なわれてきたスポーツ振興施策に着目し、そのハード･ソフト両面の整備実態を把握する。
１．地域情勢とスポーツ振興施策の変遷
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1－1．対象地の概要（2008年10月1日現在）

常住人口：65,513人（世帯数：25,065世帯）、面積：92.96ｋ㎡

1995年に鹿島郡鹿島町が大野村を編入・改称・市制施行して発足。Jリーグ鹿島アントラーズのホームタウンであるため、｢鹿島市｣とすることを希望していたが、先に市制施行していた佐賀県鹿島市があったために断念し、古書の｢鹿嶋神宮｣の表記にちなんで鹿嶋市とした。
　1－2.臨海工業地帯の開発期（1960年代～1980年代中旬）
　1960年代に鹿島臨海工業地帯開発が県主導で行われ、企業立地が進展した。これに伴い、工業従事者が大量に流入したことによって、当時の鹿島町の人口は、1965年からの10年間で16,000人から37,000人に急増した。それにより社会状況は大きく変わり、様々な問題が生じた。工業化に伴う公害発生などの生活環境悪化から、工業化に不満を持つ地元住民と県外からの転入者に、溝が生まれ「新住民」「旧住民」と互いを区別するようになった。この問題に対して、地域のスポーツ関係者の有志が集まり、1968年に鹿島町体育協会を設立し、スポーツによる交流活動が組織的に行われるようになった。
　その後、生活環境の整備、特に娯楽施設の整備が進まなかった結果、若い世代の首都圏流出が起こり、また工業地帯進出企業の雇用難や従業員の鹿島への赴任拒否にも繋がった。1975年には9,300人だった20歳代の人口が1985年には5,500人となった。そして、二度の石油ショックの影響もあり、工業生産の伸びが停滞気味になり、1984年に開発終息宣言がされた。
1－3．サッカーによるまちづくりの始まり（1980年代中旬～1990年代初め）

上記の問題に対して危機感を持った行政と、工業地帯進出企業である住友金属はそれぞれに対応策を模索しながら、協働してプロサッカーチームを発足させることを決めた。発足までの動きは以下の通りである。

1 楽しいまちづくり懇談会の発足
上記の問題の危機感を持った鹿島町と周辺の神栖町、波崎町の各自治体は1990年に有識者とともに｢楽しいまちづくり懇談会｣を発足させ、若者を定着させる魅力のあるまちづくりの方向性を模索しようとした。

2 住友金属のプラン

住友金属(本社)は1990年に2000年プランを作成し、そのなかで｢地域貢献｣という方針を打ち出した。また、同じく1990年に日本サッカー協会が地域に根ざしたクラブチームによるプロサッカーリーグ「Jリーグ」をスタートさせるべく、日本リーグ（当時の日本サッカーにおけるトップリーグ）所属の各チームにJリーグへの参加意思を確認しており、日本リーグ2部に所属する住友金属鹿島製鉄所サッカー団にも意思確認が行なわれた。地域貢献を目指す住友金属鹿島製鉄所はプロサッカーチームを立ち上げるために県や鹿島町に協力要請を行った。

　これによりまちづくり懇談会のテーマは「鹿島灘のマリンリゾートと鹿島神宮を中心としたまちおこし」から「プロサッカーチームによるまちおこし」へと移った。

3 アントラーズ立ち上げへの基盤整備

母体となる住友金属サッカー団が弱小であったこと、他志願チームの立地都市と比較すると人口集積が低い、Jリーグの基準を満たすスタジアムが無いという状況などから、Ｊリーグへの加盟は難しいと考えられていた。
しかし、それらの問題に対して、住友金属、他の工業地帯進出企業、鹿島町および周辺自治体、そして県が一体となって取り組んだ。

・住友金属の取り組み

国内外の有力選手・監督をスカウトし、チーム強化を図る。

・周辺自治体・工業地帯進出企業

Ｊリーグではチームを自治体や地元企業を母体としたホームタウン制を取っているため、鹿島町と住友金属関連企業に加え、周辺4町村と工業地帯進出企業が協力し合い、計47団体が出資する㈱鹿島アントラーズＦＣを設立した（現在は３市を含む44団体の出資）。

・県、鹿島町

スタジアムの問題は、鹿島町と茨城県が積極的に協力し、｢鹿島開発特別会計｣予算を投入し、当時国内最大の屋根付サッカー専用スタジアムを完成させた。スタジアムへのアクセスについても国道51号バイパスを開幕に合わせて開通させた。また、開幕には間に合わなかったが、スタジアムから至近にある貨物専用駅であったJR北鹿島駅をカシマサッカースタジアム駅として試合開催日の観客乗降駅化を実現させた。
4 住民の協力
住友金属の社員や、行政職員が中心となり地域住民によって組織された後援会、試合運営のボランティアグループも結成され、さらに行政や企業が関与していないところで有志の施設応援団が結成されるなど、住民にもアントラーズを支える活動が広がっていった。

1－4．アントラーズの成功とスポーツによるまちづくりへの展開

　　そしてJリーグは1993年5月に開幕を迎え試合は連日満員となり、こうした行政、企業、住民が一体となった取り組みはJリーグの模範とされた。また、鹿島開発時代から地域課題とされていた新旧住民の融和や、家庭での団欒が増えたこと、市民のまちへの誇りの醸成など様々な効果が挙げられた。また、鹿島地域のアントラーズ立ち上げの取り組みが評価され、茨城県は1996年にはワールドカップの開催が決定した。

それまでの基本構想では教育や福祉の項目の1部分でしか扱われてなかったスポーツの位置付けを、鹿嶋市総合計画(1997年)では第5章で「生き生きとしたスポーツ文化都市」、新鹿嶋市総合計画では第1章において「スポーツ先進のまち」とするなど、まちづくりの構想の上でスポーツに対する位置付けを高めてきた。知名度向上を活かしてスポーツイベントや合宿を誘致するための施設整備やPRなど、スポーツのまちを内外に発信することや、高齢社会に対応した健康づくりに向けて気軽にスポーツをおこなえるソフト・ハード面環境整備などスポーツを軸にしながらも目的・施策が広がっている。
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　２．現在行なわれている施策　
現在、鹿嶋市においてスポーツ振興を担っている主な主体は、行政（茨城県・鹿嶋市）、行政の外郭団体である鹿嶋市体育協会、文部科学省のモデル事業として立ち上げられた総合型地域スポーツクラブNPOかしまスポーツクラブ、鹿島アントラーズ、そして住友金属の5つであると考えられる。それぞれの活動を以下にまとめる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　写真1　鹿島アントラーズのホームゲーム
①行政
これまでのスポーツ環境整備は、競技型のスポーツに対応する施設の整備が多かったが、近年多様化するスポーツニーズに対応するための環境整備にシフトしている。ハード面ではト伝の郷運動公園の人工芝化や学校体育施設も含めた各施設の夜間照明設置の順次整備を行っている。また、老朽化が進んだ高松緑地公園のプールを改修し室内温水プールとし、高齢者健康事業を行っている。ソフト面では、総合型地域スポーツクラブかしまスポーツクラブの立ち上げと、自立支援を行っている。
②鹿嶋市体育協会

　主な業務は、各競技団体の取りまとめと大会実施であるが、近年の健康志向のスポーツ活動のニーズを受けて普及部によって行われるビギナー向けのイベントである市民駅伝や、フットサル大会を重視している。また、今後の方向性としてはイベントだけではなく、エアロビクス教室のような個人で気軽にできるスポーツの普及を目指している。
③NPOかしまスポーツクラブ

1999年に文部科学省により総合型地域スポーツクラブ育成モデル事業の指定を受け2001年に設立した。多世代・多競技・多目的の会員が、クラブに所属しスポーツ活動を中心とした活動を行っている。
　現在は、高松緑地公園を拠点に市域全体を対象に活動しているが、将来的には市内の12の小学校もしくは公民館を拠点としそれぞれの地域に根付いたクラブにする予定である。
　文科省のモデル事業であり、設立に要する期間が限定されていたため、既存の地域スポーツ活動団体であるスポーツ少年団やそれを統括する体育協会との関係が築けないままの立ち上げとなった。今後、事業の棲み分けが課題となる。また、サッカーだけでなく総合型のモデルであり、理想として「多種目・多世代・多目的」があるが、実情に合わせたサービスを提供していかなければならない。現在は拠点である高松緑地公園の温水プールの指定管理者となり、鹿嶋市の高齢者健康推進事業の委託も受けており、高齢者向けの事業を拡大し、シニア部門での会員を中心に規模を拡大している。

5 鹿島アントラーズFC
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　2001年のスタジアム拡大に伴い、方針変更を余儀なくされた、それ以前はニーズがキャパシティを上回っており、チケットのプレミアム性を高めることで、非日常の空間を作り、行きたいけど行けない、いけないけど行きたい場所にしてきた。今は、より多くの人にスタジアム来てもらうための工夫が必要である。そのため、ここ数年で、試合日を中心にホームタウン向け、少年向けのイベントを行っている。今後は特に少年向けのイベントを中心に地域とのつながりを作っていきたい。具体的な取り組みとして、選手を地元小学校に派遣し授業やスポーツクリニックなどを行っている。また18年度から、カシマサッカースタジアムの指定管理者となり、「THE DREAM BOX カシマサッカースタジアム」という理念でスタジアムの利活用事業を展開している。具体的な取り組みとして茨城大学との連携で高齢者をターゲットとしたフィットネスクラブを行っている。平成19年度からは厚生労働省の補助を受け、事業を拡大している。以上のように、鹿島アントラーズは単に株式会社のスポーツクラブとしてではなく、地元自治体や大学、あるいは地域住民をも巻き込んだ活動を推進してきており、地域と一体化したスポーツクラブとして利益還元を図るとともに、地域との共存共栄を展開している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　写真2　子どもたちとのふれあい
２．新潟市の事例　―スポーツ不毛の地での挑戦―
　J１チームのほとんどは大企業の子会社で、実業団チームを母体としながら地域密着型を先行させてきた。しかし、J２チームのほとんどは大企業をメインスポンサーに持たない市民型のクラブチームであり、これから述べるアルビレックス新潟の成功例に影響されているといえる。

　もともとは雪国であり、スポーツに適さない「スポーツ不毛の地」と言われていた新潟で、いかにしてJリーグでトップの観客動員数を誇るまでにサッカーチームが根付き、地域活性化につながっていったのかを考える。

1． 対象地の概要（2008年10月末現在）
　人口：804,536人（世帯数：306,391世帯）、面積：726.10 k㎡

　2005年の広域合併によって人口が80万人を突破。2007年4月1日に、本州日本海側初の政令指定都市に移行。また、広域合併によって郊外に広大な農地を抱え、水田面積が日本一であることから「田園型政令指定都市」を標榜している。

2． アルビレックス新潟設立の経緯

　1992(平成4)年、2002年FIFAワールドカップ日本開催に際し、日本サッカー協会が全国に開催都市を募集したときに新潟市も立候補した。そして、開催地の条件として国際サッカー連盟(FIFA)の基準を満たすスタジアムを整備する必要があり、ワールドカップ後にそのスタジアムを活用させるために、Jリーグチームを持つことが検討された。
　当時、招致を表明していた全国各地の自治体にはJリーグチーム、もしくはJリーグを目指すチームがあったが、新潟だけにはなかったために最低でもJリーグを目指すチームが必要であった。
　その後、1996年に絶望的だと思われていた前評判を覆し、開催地に決定されると、当時地域リーグで活躍していた既存チーム「新潟イレブン」を発展させ、前身の「アルビレオ新潟」が設立された。
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3． 満員のスタジアムへ

　設立当初の存亡の危機を乗り越えたものの、J２で戦った99年・00年と、約1万5千人収容の新潟市陸上競技場に観客は4千人程という状況であった。
　そんな中、2001年にはワールドカップに向けた約4万2千人収容のスタジアム、ビッグスワンが完成し、アルビレックスもそこで試合を行なうことになった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　写真3．街頭でのチラシ配りボランティア
　なんとかスタジアムを満員にしようと考えられたのが無料チケットの配布であった。杮落としの試合に向け、約10万枚の配布を行い、結果的に3万3千人が観戦に訪れた。その8割以上が無料チケット利用者であったが、飲食代やグッズ代などの二次的収入がそれまでの4千人の入場料収入とほぼ同等まできていた。
　そこで、その年は入場料収入がゼロになってもいいという覚悟で、チケットを配布し続けた。まずは一度スタジアムに足を運んでもらい、サッカーに触れるきっかけを与え、リピーターになってもらうという作戦であった。すると、多くの観客のおかげで選手のパフォーマンスも上がり好試合が続く、その結果サポーターも再びスタジアムに足を運ぶ、という好循環が生まれていった。

　そして、徐々にチームも地域に浸透し、チケット購入入場者の割合も次第に高くなり、やがて満員のスタジアムがチームの代名詞となっていった(2003年にJ1に昇格すると03年～05年までJ1最多の年間観客動員数を誇る)。

4． アルビレックス新潟の運営の特徴
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　一つ目に、地域の人々に「広く薄く支えてもらう」という運営手法が挙げられる。大企業の実業団チームを母体としているわけではないため、大きなメインスポンサーが付いているわけではなく、全県の後援会（個人会員約2万人、法人会員約1400社）と171の企業・団体から出資・支援を受けている。後援会は全県に網目のように置かれ、個人は一口１万円、法人は一口３万円という少額から支援可能である。前述の鹿島アントラーズが44団体からの出資ということを考えるといかに多いかが分かる。
　こうした運営方法が地域社会に｢おらがチーム｣という意識を持たせることにつながっている。　　　　　　　　　　　　図表1．後援会の会員数・支援金額の推移
二つ目の特徴としては、地域の総合型のスポーツクラブになりつつあるという点である。スポーツを｢広く地域で支える｣という形をとることで、サッカー以外でも地域密着でチームを作ることができる。バスケットボールのプロリーグ｢bjリーグ｣にも新潟アルビレックスBBの名で参戦し、また、野球でも独立リーグの北信越チャレンジリーグに｢新潟アルビレックス・ベースボールクラブ｣として参戦している。そのほかにも陸上競技やスキー・スノーボードなどのチームが設立されている。総合スポーツクラブで先進的なヨーロッパで見られるように、新潟を｢アルビレックス｣という同じ名の下に様々なジャンルのプロスポーツを統合していこうというアイデアである。ただし、それぞれのチームの運営会社間に資本関係等はない。
5． アルビレックス新潟がもたらした効果

　チームがまちづくりという視点においてもたらした効果は大きく４つあるとチームの代表取締役会長・池田弘氏は考えている。
　一つ目は、経済的波及効果である。入場料やグッズ販売などの直接的な需要や、試合観戦時のスタジアム外での飲食・宿泊代などの間接需要を合わせて、年間25億円程度の経済効果を県内にもたらしていると言われている。

　二つ目は、都市を売り出すという視点である。地域密着でなおかつ黒字経営ということで、経済誌がアルビレックスを何度も取り上げている。それが新潟の発信するひとつの好イメージにつながっている。そうした都市の魅力が増すことで、若者の流出を防ぎ、また、逆に若者たちが全国から集まり、街をもっと活性化させられるのではないかと池田氏は考えている。
　三つ目は、スポーツを通じた地域のコミュニケーション力の向上である。毎週のように同じオレンジのユニフォームを着てスタジアムに集まるという光景が当たり前になっている。アルビレックスという共通の話題ができたことで、家族、地域社会、そして世代間のコミュニケーションの輪が広がっていることは間違いないであろう。

　最後に四つ目は、いわゆる「郷土愛」である。故郷を離れた人々が東京でもどこでも、アルビレックスの存在によりふるさと新潟を意識できる。また、地元チームを応援することが地域への帰属意識につながり、新潟を愛し、よりよい街にしていこうという活力につながっていくと考えられる。

6． 今後の取り組み

　アルビレックス新潟の今後の取り組みとしては、総合型地域スポーツクラブという形で、「するスポーツ」への普及活動を進めていく予定である。ユース、キッズへと世代を広げていくとともに、野球やウィンタースポーツなど、実業団が支えきれない地域のスポーツチームをプロとして支えていこうと考えている。
　現在では、野球の独立リーグ、バスケットボ－ルのbjリーグ、女子サッカーのなでしこリーグ、陸上競技のクラブチームが設立され、「アルビレックス」の名の下に異競技間交流による総合型地域スポーツクラブ化が図られている。
　そして、それぞれの競技で子どもたちを対象としたスクール活動を実施し、地域への普及・育成活動にも力が入れられ、スポーツへの参加の場を広げている。
　またジュニア世代への普及・育成だけでなく、シニア世代向けにも「アル美健康倶楽部」という健康づくり増進プログラム(2会場/400人)を行なっている。簡易メディカルチェックや体力測定、動機付け講話、そして高齢者指導に重要な4要素(持続・筋力・柔軟・バランス)を取り入れた総合プログラムを実施している。
第4章　スポーツによるまちづくりの発展と課題
　１．総括
第3章では、地域が協同してJリーグチームを支えることから地域意識が芽生えたり、地域のコミュニケーション力が向上するなどの地域活性化につながった事例を紹介した。
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　　　　　　　　　　　　　　図表2.スポーツ文化の多様性　
この二つの例では、まずはスタジアムに足を運びスポーツを｢観る｣ことで関心が高まり、その結果自らもスポーツを｢する｣ようになり、またはボランティアスタッフなどとしてチームやイベントを｢支える｣という形でスポーツに関わるようになって、チームを中心としたコミュニティが広がっていった。このように高齢社会化が進み、健康への意識が高まっている今日では、スポーツに関わるきっかけを地域に与えることによってスポーツによる地域活性化が見込めるといえる。

　地域をチームのホームタウンとする方法だけでなく、他にも地域へのスポーツの導入の仕方が考えられる。
①イベント型　　オリンピックなどの国際的スポーツイベントから国民体育大会などの国内大会、あるいは地域の小中学校区内でのイベントまで、対象とする規模に大小はあるもののイベントを開催することで地域活性化を図るタイプである。その効果は、開催に関わる施設や道路などの整備による経済効果や、他地域との交流促進効果、地域アイデンティティ・地域コミュニティの形成効果が期待できる。
②スポーツリゾート型　　これは地域の自然環境、気象条件などを活かしたスポーツ活動の場、宿泊・研修施設、飲食施設を提供するという方法で、スポーツを観光資源の一部と考え、入込み客による経済効果や関連産業の振興、雇用の確保などの効果がある。例としては、北海道など雪国におけるスキーリゾートが挙げられる。地域イメージの向上や来訪者と地域住民との交流促進効果も考えられる。
③キャンプ・合宿型　　避暑・避寒地としての気象条件や温泉などの地域資源によるスポーツでの疲労回復やリハビリ機能、または施設や関連人材等を活用し、プロチームのキャンプ地や合宿地となることで活性化につなげるというタイプである。地域アイデンティティの醸成や他地域との交流促進効果、人材育成効果、施設・都市インフラ整備による経済効果、観光消費型産業の振興効果が期待できる。
④スポーツ関連産業型　　スポーツを既存の産業に結びつけ、スポーツ関連産業の育成を図るというタイプである。地域から発生したスポーツに関わる用具などの産業の振興や(北海道幕別町のパークゴルフクラブ)、スポーツと地域産業をコラボレートさせた事例(福井県鯖江市の国際スポーツ・ファッション都市の創造)がある。スポーツをテーマとした商工業の振興効果が期待できる。
上記のようなさまざまな方法で地域にスポーツを導入し、今日の健康意識の高さとスポーツの普遍性の高さを利用して｢する｣｢観る｣｢支える｣という様々な形での住民の参加を促すことで、これまで述べてきたように地域アイデンティティ・地域コミュニティの形成、地域内外との交流促進効果などの社会的効果、また来訪者の増加や、施設・都市インフラ整備による経済的効果といったように、多くの効果をもたらすことで地域の活性化につながる。これがスポーツを通じたまちおこしの仕組みである。
２．今後の課題や留意点
　さまざまな地域でスポーツを地域活性化の手段として考えていると思うが、留意点や課題もある。わが国の行政主導でのスポーツイベント開催は、開催に伴うインフラ整備に多くの投資を行い、その｢経済効果｣のみを重要視してきたきらいがある。また、定期的に開催されている行政主導のイベントでは、開催することが目的化しているケースも多々見られ、本来の開催目的にそぐわないイベントも発生してきている。
　そこで、今後行政が主体的となるスポーツイベント開催にあたっては、社会的効果と経済的効果を一体として捉え、両者の効果が連動して発揮できるような施策展開が重要である。しかしながら、経済的効果が優先になりがちな現状下では、社会的効果の発揮を優先させるような施策を主に検討していくことが有効であると考えられる。また、スポーツイベント開催に伴う施設整備、あるいは来訪者の宿泊・飲食などによる経済的効果は一過性であることを強く認識し、施設整備などはその後の産業振興のインフラとなるように、あるいは人材育成などの社会的効果発揮に貢献するように、整備以前から事後の効果発揮に向けた検討を十分に行うことが重要である。特に、スタジアムなどの大型施設をイベント事後にどう活用するのかという問題は多く見られている。
　すなわち、スポーツイベントの開催にあたっては、一過性の経済的効果については事後の社会的効果発揮に資する施策展開を、開催後に発生して継続可能な社会的効果についてはその後の経済的効果発揮に資する施策展開を一体的に行なっていくことが最重要課題である。
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　また、地域活性化を主目的としている以上、住民の協力が得られなければ意味が無い。そのためにもイベントの開催目的・意義などを明確にして広く告知し、多くの賛同を得る必要がある。一部の人のために開催するのではなく地域全体のために開催するのであるという周知を徹底させなければならない。そうして賛同を得た後は、イベントにボランティアとして多くの地域住民に参加してもらえるような仕組みや体制を整備し、行政主体から地域主体へと移していくことが重要である。住民達が自ら参加して観る、あるいは支えていくことでスポーツへの関心が高まり、その後の継続的な社会的効果の発揮につながっていくからである。　　　　　　　　　　　　　　　　　写真4.観客(車イス)対応のボランティア　
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